地下街等の

避難確保・浸水防止計画

作成マニュアル

令和４年５月　第３版

＜目次＞

１　総則

[image: image1.png]


　１－１　　　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　１－２　　　避難確保・浸水防止計画作成の必要性　　　　　　　　　　　　２

１－２－１　本規定の必要性について　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

１－２－２　避難確保・浸水防止計画の作成主体及び内容　　　　　　　　　２

１－３　　　地下街等の区域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

１－４　　　避難確保・浸水防止計画を作成するために参考となる資料　　　３

２　浸水に備えた体制づくり
　２－１　　　浸水時の体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

　２－２　　　浸水予防　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５

　２－２－１　防災体制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５

　２－２－２　浸水に備える　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６

　２－２－３　従業員等の教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７

２－２－４　利用者への啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８

　２－２－５　連絡体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８

　２－３　　　情報収集・伝達　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８

　２－４　　　災害対策本部等の設置基準　　　　　　　　　　　　　　　　　９

　２－４－１　連絡体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９

　２－４－２　本部体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９

　２－５　　　浸水時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10
　２－６　　　防災訓練　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11

　２－６－１　図上訓練　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11

　２－６－２　実動訓練　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11

３　避難確保・浸水防止計画の作成
　３－１　　　避難確保・浸水防止計画の作成要領　　　　　　　　　　　　　12

４　避難確保・浸水防止計画の報告と公表
　４－１　　　避難確保・浸水防止計画報告の流れ　　　　　　　　　　　　　23

４－２　　　避難確保・浸水防止計画の報告　　　　　　　　　　　　　　　24

４－３　　　避難確保・浸水防止計画の公表　　　　　　　　　　　　　　　24

５　避難確保・浸水防止計画作成例

　５－１　　　報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25

１　総則

１－１　はじめに

　近年、都市部においては、台風や集中豪雨等により、地下街等の浸水被害が発生しています。名古屋市においても、平成12年の東海豪雨や平成20年8月末豪雨により、地下街等への浸水が発生しました。地下街等では、地上に比べ気象状況等の把握が困難であり、浸水時には短時間で人命に係わる深刻な被害に繋がる可能性が高いなどの特性があります。

　このような被害の軽減を図るためには、河川や下水道施設の整備はもとより、地下街等を有する所有者又は管理者による、浸水防止対策や発生時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を図る必要があります。

　本マニュアルは、水防法第15条に基づき、浸水想定区域内の地下街等で、名古屋市地域防災計画に記載された地下街等の所有者又は管理者が、単独又は共同して避難確保・浸水防止計画を作成するために必要な防災体制や情報収集、避難誘導等について記載しています。

　地下街等の所有者又は管理者は、本マニュアルを活用し、新たに避難確保・浸水防止計画を作成し、浸水被害の軽減・回避に備えることが必要です。

１－２　避難確保・浸水防止計画作成の必要性

　水防法（昭和24年法律第193号。以下同じ。）第15条では、浸水想定区域内の地下街等の所有者又は管理者は、避難確保・浸水防止計画を作成するよう規定されています。

１－２－１　本規定の必要性について

　名古屋市は、平成12年から地下街等に河川を指定した洪水予報等の伝達を行っています。また、平成17年に水防法が改正され、浸水想定区域内の地下街等で、市町村防災計画に記載された地下街等の所有者又は管理者は、単独で又は共同して、施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画（以下「避難確保計画」という。）を作成するよう規定されました。

今般、平成25年の水防法の改正により、避難確保だけでなく、浸水防止に関する取り組みが重要であることから、浸水の防止に関する措置についての計画（以下「浸水防止計画」という。）を作成するよう規定されました。

　名古屋市では、市地域防災計画に浸水想定区域内の地下街等を記載するとともに、地下街等の所有者又は管理者が的確に避難確保・浸水防止計画を作成することができるように、必要な支援を行うよう努めてまいります。

１－２－２　避難確保・浸水防止計画の作成主体及び内容

　避難確保・浸水防止計画は、地下街等の所有者又は管理者が作成すると定められています。地下街等で管理について権原が分れている場合は、管理権原を有する者が共同で以下の事項を協議したうえで、避難確保・浸水防止計画を作成してください。

　①　地下街等における洪水時の防災体制に関する事項

　②　地下街等における洪水時の避難の確保及び浸水の防止を図るための情報収集・伝達、警戒活動及び施設・資器材の整備に関する事項

　③　洪水時における利用者の避難誘導に関する事項

　④　地下街等における洪水時を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項

　⑤　①から④に掲げるもののほか、利用者の洪水時における円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項

１－３　地下街等の区域
　名古屋市地域防災計画に記載する地下街等の区域は、水防法第14条の浸水想定区域内に所在する以下の施設等が該当します。

①　地下街等
　　ア　消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下同じ。）別表第1の(16の2)項に規定する防火対象物。

　　イ　消防法施行令第9条の2に規定する防火対象物の地階で、消防長が地下街と一体をなすものとして指定した防火対象物。（昭和56年消防局告示第8号。以下同じ。）　
　　ウ　地下街、地下鉄等の地下駅及びこれらに直結又は地下道を介して接続するビル（平成26年地下街・地下鉄及び接続ビル等における防災・減災対策の推進について（通知））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②　地下鉄

　　　消防法施行令別表第1の（10）項に規定する駅舎で、地階に存する防火対象物。

　③　地下駐車場

　　　消防法施行令別表第1の（13）項イに規定する地下駐車場で、地階における床面積が200平方メートル以上の防火対象物。

　※　浸水想定区域内に所在する地下街等については、名古屋市地域防災計画「附属資料編」に、その名称及び所在地を掲載しています。

１－４　避難確保・浸水防止計画を作成するために参考となる資料

　①　名古屋市内の浸水想定区域の確認

　　　国土交通省及び愛知県では、河川ごとの浸水想定区域図等の情報を公開しています。

　　ア　庄内川河川事務所ホームページ

　　　　対象河川（庄内川・矢田川）
https://www.cbr.mlit.go.jp/shonai/bousai/shinsui/
　　イ　木曽川上流河川事務所ホームページ
　　　　対象河川（木曽川）

https://www.cbr.mlit.go.jp/kisojyo/shinsuisoutei 

　　ウ　愛知県公式ホームページ
　　　　対象河川（新川、日光川、天白川、五条川、大山川、蟹江川、福田川、扇川、矢
田川（県管理）、香流川、内津川、八田川、山崎川）

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kasen/shinsuisoutei-03.html
　②　地下街等において避難確保・浸水防止計画を作成する場合は、次の国土交通省のホームページを参考としてください。

　　　地下街等における連携した避難確保・浸水防止計画の作成

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/saigai/tisiki/sinsui_tebiki/
【参考】名古屋市では、ハザードマップを作成し、名古屋市公式ウェブサイトで公開しています。

　　　　https://www.city.nagoya.jp/kurashi/category/405-5-11-0-0-0-0-0-0-0.html
２　浸水に備えた体制づくり
２－１　浸水時の体制

　施設の利用者の安全な避難を行うためには、地下街等の所有者又は管理者が、浸水被害に備えた体制を確立しておくことが必要です。ここでは、浸水被害に備え、どのような役割等があるのか見てみましょう。


２－２　浸水予防

　地下街等の施設管理者は、洪水や集中豪雨などにより浸水する危険がある場合には、その利用者、社員やテナント従業員（以下「従業員等」という。）を迅速に避難させることが重要です。そのためには、浸水に備えた施設整備や組織的な防災体制を確立しておくことが必要です。

　防災体制については、消防法（昭和23年法律第186号。以下同じ。）第8条の規定に基づき防火管理者が作成する「消防計画」の自衛消防組織を参考にするなど、効率的な運用を図ってください。

２－２－１　防災体制について

　①　協議会の設置

　　　共同防火管理を要する地下街の指定(昭和53年消防局告示第5号。以下同じ。)をされている所有者又は管理者は、消防法第8条の2の規定による共同防火管理を行うために共同防火管理協議会を設立し、防火管理体制を確立してきました。また、浸水による被害を軽減するために名古屋市から提供される「地下街等への浸水に対する緊急防災情報について」による連絡体制を整備してきました。

　　　なお、水防法では、防災体制を確立するうえで、各地下街等の管理者間で十分に連絡調整を図る必要があると定められていますが、地下街等は、既に防火管理体制における自衛消防組織が確立されていることから、新たな協議会等を設置することなく共同防火管理協議会の組織を活用して浸水に備える対策を講じていくこととします。

　②　防災体制

　　　浸水時の対応には、気象や河川水位等に関する情報の収集、施設利用者への危険情報の伝達・周知、警戒活動、避難誘導、防災機関への情報連絡等があり、それぞれの対応方法や体制について事前に計画しておく必要があります。

　　　また、浸水時に迅速かつ効果的な対応を図るには、災害対策本部を設置して組織体制や役割を定める必要があります。

　　ア　災害対策本部の設置

　　　　台風や集中豪雨による洪水で、地下街等が浸水する危険がある場合には、利用者及び従業員等の迅速かつ円滑な避難を確保し、被害の軽減と拡大の防止を図るといった総合的な応急活動を実施するために、災害対策本部を設置します。

　　　○統括管理者

　　　　　災害対策本部の総括責任者として、情報収集・伝達、警戒活動、避難誘導等について意思決定するとともに、各班に対し必要な指示を行います。

　　　○本部運営班

　　　　　統括管理者を補佐し、総括責任者の判断に必要な各種情報の整理、分析を行うほか、統括管理者の指示を各班へ伝達するなど、全体の総合調整を行います。

　　　○情報収集班

　　　　　気象・洪水情報、河川の水位状況、避難情報等をテレビ・ラジオ、インターネット等を活用して収集するとともに、地表の降雨の状況や施設の浸水状況などの把握を行うとともに、施設利用者等への情報伝達を行います。

　　　○警戒活動班

　　　　　浸水に備え、排水用資機材、防災用資機材等の点検・整備を行うとともに、浸水時における施設内の浸水状況の把握や応急活動を実施します。

　　　○避難誘導班

　　　　　浸水に備え、避難経路の設定、点検、安全確認を行うとともに、拡声器、懐中電灯等、避難誘導に必要な資機材準備を行います。また、浸水時には、施設利用者等を安全な場所に避難誘導を行います。

２－２－２　浸水に備える

　浸水に備えるための取り組みは、次のとおりです。なお、浸水防止のための設備の改修は、地下街等の施設改修時に併せて実施するなど、状況に応じた施設整備に努めてください。

　①　避難経路図

　　ア　避難経路図の作成

　　　　地下街等の浸水時における避難経路は、地上へ誘導する避難経路のほかに、浸水の状況に応じた避難経路も別途検討しておく必要があります。

　　　　地上の浸水状況によっては、地下街等と地階が接続する事業所等（2階以上の階を有する事業所）への誘導も考慮した避難経路図の作成に努めてください。
　　イ　避難経路図の掲示

　　　　避難経路図を作成した場合は、利用者が容易に確認することが可能な場所に掲示してください。

　　　　なお、名古屋市火災予防条例第64条の2に規定する避難経路図が掲示されている場合は、浸水時における避難経路及び避難場所等を併せて示す方法も有効であると考えます。

　②　止水板や防水ゲート

　　　止水板や防水ゲートの設置は、地下街等への出入口の浸水防止ための有効な手段です。

　③　出入口のかさ上げ

　　　地下街等への出入口のかさ上げは、浸水防止のための有効な手段です。

　④　地上監視システム

　　　監視カメラ等を設置することは、地表の状況を即時に把握するための有効な手段です。

　⑤　浸水センサー

　　　地下街等の出入口付近へ浸水センサー等を設置することは、浸水の状況を早期に把握するための有効な手段です。

　⑥　ドライエリア・換気口のかさ上げ

　　　ドライエリアの上端及び地表に設置されてある換気口のかさ上げは、浸水防止のための有効な手段です。

　⑦　排水設備

　　　地下施設にある排水設備は、下水本管からの逆流が予測されることから、逆流防止の措置を講じることが有効です。

　⑧　水防用資機材の準備

　　　日ごろから、備えていただきたい資機材は、次のとおりです。これらの資機材は、定期的な点検や整備を行うことにより、常に使用できる状態を保持するとともに、適正な保管に努めてください。

　　　また、保管場所を従業員等に周知して、誰でも使える状態にしておいてください。

	資機材名
	備考・用途など

	共同で使用する
	排水用資機材
	排水ポンプ
	施設の規模に応じた台数を用意する。

	
	
	発電機等
	排水ポンプやその他の電源用

	
	
	水切り等
	床に溜まった水を掻き出す。

	
	防水用資機材
	土のう
	出入口の規模に応じて必要数を確保する。

	
	
	防水板
	出入口付近に設置する。

	
	
	防水シート
	財産保護等に使用する。

	個人装備
	紐靴
	浸水時の活動に用いる。

	
	懐中電灯
	浸水時の停電に備える。

	その他
	拡声器
	避難誘導等に用いる。


２－２－３　従業員等の教育

　地下街等の所有者又は管理者は、従業員等が平常時から取り組むことや、分担又は協力して行う浸水対策に関して防災教育を行う必要があります。

　①　日頃からの備え

	地理条件等
	過去の浸水実績等の確認

	危険箇所把握
	地下街等への出入口や換気口などの浸水の可能性がある箇所の把握

	情報収集
	情報の入手先やその方法、入手した内容の解析等

	資機材取扱い
	備えている資機材の取扱いと点検整備


　②　浸水への備え

	浸水対策
	早い段階から地下街等の出入口に土のうを積む応急対策を実施する。

	電気系統
	電気設備系統に浸水すると、停電や誤作動、感電の危険があるため、浸水対策などの措置を行う。


　③　避難への備え

	避難時
	浸水の可能性がある場合は、早めに避難する。

	
	高齢者等の災害時要援護者に対して避難時の救援を行う。

	
	浸水の状況に応じた避難経路を確認しておく。

	施設整備
	ドアの外側が浸水していると水圧により開かないことがあるので注意する。

	
	土のうを積む際は、避難の妨げにならないように注意する。

	電気系統
	浸水や漏水により、防火シャッターが誤作動し、避難経路を遮断することがあるので、シャッターにより閉鎖されたときの避難経路も確認しておく。

	
	停電等により電話やインターホンが使用できなくなる。

	
	浸水による停電により、照明が消えたり、エレベーターが停止することがある。浸水が始まった場合は、エレベーターは使用しない。


２－２－４　利用者への啓発

　地下街等の所有者又は管理者は、避難経路図等を掲示して避難経路等の周知を図ります。

２－２－５　連絡体制の整備

　①　施設内店舗

　　　事前に緊急連絡網等を整備し、休日や営業時間外での連絡体制を整備しておきます。

気象情報、洪水予報などを入手し、その情報により浸水の危険があると判断した場合は、施設内店舗へ連絡します。

　②　公的機関への通報

　　　地下等が浸水し、人が取り残されている可能性がある場合は、すみやかに119番通報を行います。

　③　隣接地下街等

地階部分が接続されている事業所との連絡網を整備し、入手した気象情報、洪水予報などの共有を図ります。

２－３　情報収集・伝達

　①　名古屋市から提供する防災情報を確認する。

　　　地下街等への浸水危険をFAXなどでお知らせする「地下街等への浸水に対する緊急防災情報について」を確認します。

　②　名古屋市公式ウェブサイトで災害情報を確認する。

　　　名古屋市内で災害が発生した場合や避難指示等が発令された場合にその状況を確認する「災害緊急情報」。

　http://www.city.nagoya.jp/

　③　河川の水位情報を確認する。

　　　国土交通省（川の防災情報）庄内川・矢田川・木曽川（国管理河川）

https://www.river.go.jp/
愛知県（川の防災情報）新川・天白川等（県管理河川）

https://www.kasen-aichi.jp/
④　メール配信サービスに登録し災害情報を確認する。

　　　中部電力が運営する「きずなネット　防災情報」の中で、名古屋市が発表する避難指示等の情報をメールで配信します。

https://kizuna.chuden.jp/
※きずなネットにあるメルマガへの登録およびサービス利用は無料（通信費のみ利用者負担）です。

名古屋市公式ウェブサイト：

http://www.city.nagoya.jp/bosaikikikanri/page/0000026561.html
そのほか、各携帯電話会社などによる「緊急速報メール」もご活用ください。

　⑤　テレビ・ラジオ・インターネットによる気象情報、洪水予報などを確認する。

２－４　災害対策本部等の設置基準

　浸水時又は浸水が予想される場合に、総合的な応急活動を実施するために、災害対策本部を設置します。

２－４－１　連絡体制

　連絡体制の設置基準は、次のとおりです。

　①　大雨洪水注意報、高潮注意報が発表されたとき。

　②　台風の襲来や局地的な集中豪雨が予想されるとき。

　③　今後、浸水のおそれが予想されるとき。

　※　連絡体制とは、浸水が発生する危険性が高い場合に、迅速に災害対応のための体制が確立できるように、常に連絡が取れる状態を維持する体制のことです。

２－４－２　本部体制

　災害対策本部の設置基準は、次のとおりです。

　①　大雨洪水警報、高潮警報が発表されたとき。

　②　庄内川・矢田川等において、はん濫注意情報が発表されたとき。

　③　高齢者等避難、避難指示が発令されたとき。

　④　庄内川・矢田川等において越水した場合又は越水のおそれがある場合。

　⑤　地下街等周辺で、大規模な道路冠水、床上浸水又は床下浸水の被害が発生したとき。

　⑥　その他、浸水の危険が予想されたとき。

２－５　浸水時の対応

　災害対策本部の体制及び各班の任務は、次のとおりです。

　①　統括管理者

　　　災害対策本部の指揮監督

　②　本部運営班長

　　ア　本部運営班のとりまとめ
イ　統括管理者の補佐

　③　本部運営班

　　ア　情報収集や伝達

イ　警戒活動、避難指示、誘導等の判断

ウ　浸水への対応等の指揮

エ　浸水状況等の情報を各班へ連絡

　④　情報収集班長

　　ア　情報収集班のとりまとめ

イ　統括管理者の補佐

　⑤　情報収集班

　　ア　気象、洪水情報の収集や伝達

イ　関係機関への情報連絡

ウ　館内放送等による情報連絡

エ　報道機関対応その他広報全般

オ　隣接地下街等管理者との情報連絡

カ　休日・夜間の緊急連絡

　⑥　警戒活動班長

ア　警戒活動班のとりまとめ

イ　統括管理者の補佐

　⑦　警戒活動班

ア　店舗への浸水及び漏水防止処置

イ　水防用資機材の準備

ウ　被害発生予想箇所の巡回調査

エ　電気施設、機械施設、排水ポンプの点検と処置

オ　排水溝の点検と処置

カ　地上施設の点検と処置

キ　被害発生箇所の応急処置

ク　シャッター等の開閉の検討

　⑧　避難誘導班長

ア　避難誘導班のとりまとめ

イ　統括管理者の補佐

⑨　避難誘導班

ア　利用者等の避難誘導

イ　利用者等への情報伝達

ウ　各テナントへの連絡

エ　地上施設の点検と処置

２－６　防災訓練

　地下街等の所有者又は管理者は、浸水を想定した各種訓練を定期的に行う必要があります。

２－６－１　図上訓練

　地下街等の施設図面等を用いて行う訓練で、会議室などで比較的容易に行うことができる訓練です。

　図上訓練は、参加者全員が現状の危険性や、その対応方法等について共通の認識を持つことができる有効な手段の一つです。

２－６－２　実動訓練

　浸水時に円滑かつ迅速な行動をとるために、浸水防止や避難誘導の実動訓練を行います。

また、地階で接続する事業所とも共同で訓練を行ってください。そして必要に応じて消防機関に協力依頼して実施することも防災力向上のために有効であると考えます。

　①　災害対策本部設置訓練

　　ア　災害対策本部の人員配備に関する訓練

イ　災害対策本部において指示する事項を確認する訓練

　②　情報収集・伝達・通報訓練

　　　情報収集及び伝達方法の確認、消防機関へ通報する訓練

　③　浸水防止訓練

　　　排水ポンプ及び浸水防止資機材等の取扱訓練

　④　避難誘導訓練

　　　避難誘導方法及び誘導方向、避難誘導する人員配置に関する訓練

　⑤　救出・救護訓練

　　　逃げ遅れた人の救助、ケガをした人の救護に関する訓練

３　避難確保・浸水防止計画の作成
３－１　避難確保・浸水防止計画の作成要領

　避難確保・浸水防止計画は、施設の規模や他の区画との接続状況などを考慮するとともに、地下街等の管理権原が別れている場合は、各地下街等の所有者及び管理者が計画の適用される区域を確認して共同で作成してください。

	○○地下街避難確保・浸水防止計画

	記載する項目
	記載例
	記載する事項

	計画の目的
	１　この計画は、水防法第15条に基づき必要な措置に関する計画を作成し、（○○地下街）に勤務又は利用する全ての者の、浸水時又は浸水が予想される場合の円滑かつ迅速な避難体制確立を目的とする。

２　この計画の修正は、軽微な事項については（○○地下街）の施設管理者等の関係者と協議のうえ決定するものとし、経費を必要とするなど重要な事項については、施設所有者等の権原を有する者と協議のうえ決定する。
	・（　　）内に地下街名称を記載する。

	計画の対象区域
	１　この計画の対象区域は、地下街等の地下空間と地階部分が接続する事業所を含むものとする。

２　地階部分が一体をなすものとみなされる事業所は、次のとおりとする。

事業所名称

接続する出入口数

地階数

地上階数

○○ビル

3

1

14

○○駐輪場

1

1


	・（　　）内に地下街名称を記載する。

・表中には、計画の効力が及ぶ区域内で接続される事業所名称等を記載する。

	計画の適用区域
	　この計画は、（○○地下街・○○ビル・○○駐輪場）に勤務又は利用する全ての者に適用する。
	・（　　）内に計画の効力が及ぶ区域内で接続されるすべての事業所名称等を記載する。

	協議会の設置
	　浸水時又は浸水が予想される場合の対応を事前に協議するため、協議会を設置する。協議会の構成は、次のとおりとする。

　なお、共同防火協議会が設置されている場合は、新たな協議会を設置することなく、本計画における協議会が設置されているものとみなすことができる。
（○○地下街）共同防火管理協議会

協議会内事業所名称

連絡先

○○地下街防災センター

000－0000

○○喫茶店

000－0000
○○うどん店
000－0000
○○カバン店
000－0000
○○時計店
000－0000
○○食堂
000－0000
○○服店
000－0000
○○楽器店
000－0000
○○ビル

000－0000
○○旅行会社

000－0000
○○駐輪場

000－0000

	・（　　）内に地下街名称を記載する。

・表中には、共同防火管理協議会内の事業所名称を記載する。

・連絡先は、防災センター等の連絡先を記載する。



	防災体制
	　浸水時又は浸水が予想される場合に、総合的応急活動を実施するため、（○○地下街）に災害対策本部を以下の基準で設置する。

（１）連絡体制の設置基準

　　ア　大雨洪水注意報、高潮注意報が発表されたとき

　　イ　台風の襲来や局地的な集中豪雨が予想されるとき

　　ウ　今後、浸水のおそれが予想されるとき

（２）災害対策本部の設置基準

　　ア　大雨洪水警報、高潮警報が発表されたとき

　　イ　（　　　　　）川において、はん濫注意情報等が発表されたとき

　　ウ　避難指示等が発令されたとき

　　エ　（　　　　　）川において、越水した場合又は越水のおそれがあるとき

　　オ　（○○地下街）周辺で、大規模な道路冠水、床上浸水又は床下浸水の被害が発生したとき

　　カ　その他、浸水の危険が予想されたとき

（３）自衛水防組織

　　　自衛水防組織については、消防計画等に規定するところによる既設の自衛消防組織等を活用するものとし、別添1「（○○地下街）災害対策本部組織図」のとおりとする。
（４）災害対策本部の解散

　　　浸水の危険が解消されたと認められたとき、あるいは、浸水の発生による応急対策が完了したと認められるときに解散する。

（５）任務の内容

　　　災害対策本部の任務は次のとおりとする。

組織

主な任務（例）

統括管理者

１　災害対策本部の指揮監督

本部運営班長

１　本部運営班のとりまとめ

２　統括管理者の補佐

本部運営班

１　情報収集や伝達

２　警戒活動、避難指示、誘導等の判断

３　浸水への対応等の指揮

４　浸水状況等の情報を各班へ連絡

情報収集班長

１　情報収集班のとりまとめ

２　統括管理者の補佐

情報収集班

１　気象、洪水情報の収集や伝達

２　関係機関への情報連絡

３　館内放送等による情報連絡

４　報道機関対応その他広報全般

５　隣接地下街等管理者との情報連絡

６　休日・夜間の緊急連絡

警戒活動班長

１　警戒活動班のとりまとめ

２　統括管理者の補佐

警戒活動班

１　店舗への浸水及び漏水防止処置

２　水防用資機材の準備

３　被害発生予想箇所の巡回調査

４　電気施設、機械施設、排水ポンプの点検と処置

５　排水溝の点検と処置

６　地上施設の点検と処置

７　被害発生箇所の応急処置

８　シャッター等の開閉の検討

避難誘導班長

１　避難誘導班のとりまとめ

２　統括管理者の補佐

避難誘導班

１　利用者等の避難誘導

２　利用者等への情報伝達

３　各テナントへの連絡

４　地上施設の点検と処置


	・（　　）内に地下街名称を記載する。

・（　　）内に河川名称を記載する。

・（　　）内に地下街名称を記載する。

・（　　）内に地下街名称を記載する。

・表中には、各班の任務を記載する。



	情報収集及び伝達
	　情報収集体制については、次のとおりとする。

（１）情報収集体制

　　　浸水の危険性把握のため、次により情報の収集を行う。

　　ア　収集する情報

　　　・気象情報、洪水予報

　　　・名古屋市から提供される防災情報
(1) （　　　　　）川における、はん濫注意情報等
(2) （　　　　　）川において、越水した場合又は越水のおそれがあるときの情報
(3) 内水氾濫注意水位到達情報、内水氾濫危険水位到達情報
(4) （○○地下街）周辺で、大規模な道路冠水、床上浸水又は床下浸水等の被害が発生したときの情報
(5) 地階が接続する事業所からの浸水情報

　　イ　収集手段

　　　・インターネット、テレビ、ラジオ等による情報収集

　　　・地上の状況を目視又はテレビカメラ等で確認する

　　　・名古屋市から提供される防災情報を確認する

（２）情報伝達体制

　　　浸水時又は浸水が予想される場合にはすみやかに情報を伝達する。伝達経路については、別添2「（○○地下街）緊急連絡網」のとおりとする。

　　　また、地階が接続する事業所へも情報を伝え、共同して浸水対策をとることとする。
	・（　　）内に河川名称を記載する。

・（　　）内に地下街名称を記載する。

・（　　）内に地下街名称を記載する。

	警戒活動
	　地下街への浸水を防止するため、危険度の段階によって対策をとるものとする。

（１）第１段階

　　ア　参考とする気象情報、洪水予報

　　　　大雨洪水注意報、高潮注意報、局地的大雨の情報、名古屋市から提供される防災情報

　　イ　対応する内容

　　　　浸水に備えた準備を行う。

　　ウ　対応する人員

　　　　統括管理者及び警戒活動班員

（２）第２段階

　　ア　参考とする気象情報、洪水予報

　　　　大雨洪水警報、高潮警報、局地的大雨の情報、名古屋市から提供される防災情報

　　イ　対応する内容

　　　・必要に応じて、土のう、防水板、排水ポンプ等の浸水に備えた対策をする。

　　　・浸水状況の確認を行う。

　　ウ　対応する人員

　　　　警戒活動班員

（３）第３段階

　　ア　参考とする気象情報、洪水予報

　　　　避難指示等の発令、名古屋市から提供される防災情報

　　イ　対応内容

　　　　災害対策本部の判断により、全員が避難する。
	

	避難誘導
	　避難誘導については、次のとおり行う。

（１）避難誘導の原則

　　　浸水時又は浸水が予想される場合には、地下街等利用者の避難を最優先に行う。

（２）避難誘導開始時期

　　　避難指示等が発令された場合又は、災害対策本部の判断により避難誘導を開始する。

（３）避難誘導時の行動

　　　避難誘導時の行動については、次の点に注意する。

　　ア　放送設備などを使用して、現在の浸水等の状況について利用者に説明するとともに、従業員の指示に従って落ち着いて避難するよう呼びかける。

　　イ　エレベーターやエスカレーターなどを利用しないよう周知する。

　　ウ　あらかじめ決められた避難誘導班が所定の位置につき、利用者を安全な方法で避難させる。

　　エ　災害時要援護者の避難誘導については、周辺の人達の協力を得ながら迅速に行う。

（４）避難経路及び避難場所

　　ア　避難経路並びに避難場所については、地階が接続する事業所等と事前に検討しておく。

イ　地下街等への浸水が発生した場合、避難場所は、地上が安全な場合は地上とし、それ以外の場合は、地階が接続する事業所等の2階以上の階とする。

ウ　避難誘導時の経路及び避難場所を示した図を作成し、利用者が容易に確認できる場所に掲示するとともに、地下街等の従業員等にも周知する。

なお、避難経路図等については別添3「（○○地下街）避難経路図」のとおりとする。

（５）避難誘導方法及び留意事項

　　ア　各班員は、避難誘導時、利用者のパニック防止を心がけて落ち着いて行動する。

　　イ　浸水時には停電が想定されるため、エレベーターやエスカレーターなどを利用しての避難誘導は禁止する。

　　ウ　停電時の避難誘導を適切に行うため、各店舗には、平常時から懐中電灯等を用意しておく。

（６）館内放送の内容

　　　周知が必要となる気象情報、洪水予報又は避難指示等の情報を入手した場合には、次のとおり館内放送等を利用して、利用者に知らせる。

　　ア　気象情報、洪水予報などを入手した際の放送内容例

「こちらは、（○○地下街）防災センターです。ただいま、気象庁より（○○○○警報）の発表がありました。今後の気象情報に注意してください。」

　　イ　避難指示等を入手した際の放送内容例

　　　　「こちらは、（○○地下街）防災センターです。ただいま、名古屋市から避難指示の発令がありました。

（○○地下街）を利用者の方は、従業員の指示の従い落ち着いて避難してください。」

　　ウ　浸水情報等を入手した際の放送内容例

　　　　「こちらは、（○○地下街）です。ただいま、地下街への浸水が発生しています。（○○地下街）を利用者の方は、従業員の指示の従い落ち着いて避難してください。」
	・（　　）内に地下街名称を記載する。

・（　　）内に地下街名称を記載する。

・（　　）内に気象警報等を記載する。

・（　　）内に地下街名称を記載する。



	防災教育
	　従業員等への防災教育は、次のとおり行う。

（１）防災教育の計画

　　　従業員等に対し、日頃から防災に関する心構え、非常時の対応方法及び、災害時要援護者への配慮など、防災力向上を目的とした防災教育の計画を策定する。

（２）防災教育及び研修の時期

　　　従業員等に対して、次の内容を教育する。

また、研修を行う時期は次表のとおりとする。

　　ア　教育内容

　　　・避難確保・浸水防止計画内容の周知徹底

　　　・浸水予防の周知徹底

　　　・防災体制の周知徹底

　　　・浸水に関する事項の周知徹底

　　　・その他、施設において防災上必要な事項

　　イ　研修実施時期

時期

対象者

内容

4月

新規採用の

従業員等

・避難確保・浸水防止計画について

・浸水予防について

・防災体制について

・水害について

5月・9月

全従業員

随時

班別


	・表中には、時期、対象者、内容について記載する。



	防災訓練
	　防災訓練については、次のとおり行う。

（１）防災訓練の計画

　　　浸水時に適切に対応するため、従業員等に訓練参加を促す。また、地階で接続する事業所と共同で訓練を行うほか、必要に応じて消防機関に協力依頼して訓練を実施する。

（２）災害防災訓練の内容

　　ア　災害対策本部設置訓練

　　　・災害対策本部の人員配備に関する訓練

　　　・対策本部において指示する事項を確認する訓練

　　イ　情報収集・伝達・通報訓練

　　　・情報収集及び伝達方法の確認、消防機関へ通報する訓練

　　ウ　浸水防止訓練

　　　・排水ポンプ及び浸水防止資機材等の取扱い訓練

　　エ　避難誘導訓練

　　　・避難誘導方法及び誘導方向、避難誘導する人員配置に関する訓練

　　オ　救出・救護訓練

　　　・逃げ遅れた人の救助、ケガをした人の救護に関する訓練

　（３）訓練実施時期

時期

対象者

内容

4月

新規採用の

従業員等

・災害対策本部設置訓練

・情報収集伝達訓練

・浸水防止訓練

・避難誘導訓練

・救出・救護訓練

5月・9月

全従業員

随時

班別


	・表中には、時期、対象者、内容について記載する。



	施設及び資機材の整備
	　施設及び資機材の整備等については、次のとおり行う。

（１）浸水に備えるため、（排水ポンプ・非常電源・放送設備等）などの施設整備を行う。

（２）浸水に備えるため、土のう等の浸水防止用資機材を準備しておき、保管場所や使用方法について、従業員等に周知徹底する。
設置資機材等一覧
施設及び
資機材名
数量
設置場所
設置(更新)時期
備考
防水板
４
１階

北口

平成○年○月
60cm×200cm

防水扉
２
地下１階

東口
平成○年○月
排水ポンプ

１
地下一階

機械室
平成○年○月
2.0㎥/min
土のう
５０
１階
平成○年○月

	・（　　）内に排水ポンプ等の設備を記載する。
・表中には、数量、設置場所、設置（更新）時期及び規格等を記載する。


別添１

○○○地下街災害対策本部組織図例（統括消防計画自衛消防組織による。）


	地下街 統括管理者

氏名　　（　　　　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　　　　）

	統括防火管理者（統括消防計画）


	本部運営班

氏名　　（　　　　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　　　　）

	通報・誘導・消火の各班長

（統括消防計画）




	情報収集班長

氏名　　（　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　）
	
	避難誘導班長

氏名　　（　　　　   　）

連絡先　（　　　 　　　）
	
	警戒活動班長

氏名　　（　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　）

	通報連絡班長（統括消防計画）
	
	避難誘導班長（統括消防計画）
	
	初期消火班長（統括消防計画）



	情報収集班
	
	避難誘導班
	
	警戒活動班

	通報連絡班員

（統括消防計画）
	
	避難誘導班員

（統括消防計画）
	
	初期消火班員

（統括消防計画）


別添２

○○○地下街緊急連絡網例（統括消防計画自衛消防組織による。）


	地下街 統括管理者

氏名　　（　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　）

	統括防火管理者（統括消防計画）



	地階が接続する事業所

氏名　 　（　　　　）

連絡先　 （　　　　）
	
	本部運営班

氏名　　（　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　）
	
	地階が接続する事業所

氏名　 　（　　　　）

連絡先　 （　　　　）

	△△ビル
	
	通報・誘導・消火の各班長

（統括消防計画）
	
	□□ビル




	情報収集班長

氏名　　（　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　）
	
	避難誘導班長

氏名　　（　　　　 　　）

連絡先　（　　　　　　 ）
	
	警戒活動班長

氏名　　（　　　　　　）

連絡先　（　　　　　　）

	通報連絡班長（統括消防計画）
	
	避難誘導班長（統括消防計画）
	
	初期消火班長（統括消防計画）



	情報収集班
	
	避難誘導班
	
	警戒活動班

	通報連絡班員

（統括消防計画）
	
	避難誘導班員

（統括消防計画）
	
	初期消火班員

（統括消防計画）


別添３

○○○地下街避難経路図例



４　避難確保・浸水防止計画の報告と公表

４－１　避難確保・浸水防止計画報告の流れ

避難確保・浸水防止計画の作成から公表までの流れは概ね次のとおりです。








４－２　避難確保・浸水防止計画の報告

　避難確保・浸水防止計画を作成した場合は、区役所又は消防署を通じて防災危機管理局地域防災室へ3部作成のうえ報告（提出）してください。

　また、防災訓練等を実施する場合は、地下街等が所在する消防署又は区役所へ相談してください。

４－３　避難確保・浸水防止計画の公表

　作成した避難確保・浸水防止計画は、地下街等の利用者に向けて次のとおり公表します。

　①　避難経路図等に浸水時の避難経路及び避難先を明示し掲示する。

　②　避難確保・浸水防止計画や取組み事項についてホームページ等で公開する。
５　避難確保・浸水防止計画作成例
５－１　報告書

避難確保・浸水防止計画作成（変更）報告書

	令和　　　年　　　月　　　日

（あて先）名古屋市長

届出者（地下街等の所有者・管理者）

住　所

氏　名

電　話　　　（　　　　　）　　　　　　

洪水時などにおける避難確保・浸水防止計画を別添のとおり作成（変更）しましたので資料提出します。

	対象物の名称
	

	対象物の住所
	

	添付資料の内容
	避　難　確　保　

・　浸　水　防　止　計　画

	施設の用途
その他特記事項

(変更の場合は主要な変更事項)
	

	※受　　付　　欄
	※経　　過　　欄

	
	


備考１　この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。

　　２　※欄は記入しないこと。
浸　水　被　害　に　備　え　た　体　制　づ　く　り　





浸水予防





情報収集・伝達





本部の設置基準





浸水時の対応





防災体制について





浸水に備える





従業員等の教育





利用者への啓発





連絡体制の整備





防災訓練





災害対策本部設置





施設内店舗





消防などの公的機関





情報収集





警戒活動





避難誘導





本部運営





近隣施設





資機材の準備





避難経路図の作成等





施設の整備








連絡網の中で、正しく情報が伝達されたかを確認することが大切です。





連絡網の中で、正しく情報が伝達されたかを確認することが大切です。
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※当該計画を策定する地下街等の平面図に基づき作成すること。





地上へ


避難する


階段





２階以上へ


避難する


階段





各　店　舗





各　店　舗





従業員の指示で


避難階段へ


誘導します。





①作成要領説明会等の実施


・防災危機管理局危機管理企画室








②計画の作成


防災危機管理局地域防災室へ


3部提出





④地下街等が所在する消防署浸水対策訓練等の協力





③計画の公表





地下街等の


管理者










